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1　はじめに
　持続的な経済ないし企業の成長・発展にとって，イノベーション（innovation）は欠かせな
い。Schumpeter（1943）は，資本主義における経済発展の本質は「創造的破壊」であるとし，
その源は，基本的に外部環境の変化にではなく，企業内部のイノベーションにあるとして，持
続的な経済発展のために，イノベーションを絶えず創出することの重要性を強調している。ま
た，Kuznetsも，製品や業界の宿命である成熟化という限界を克服し，持続的な経済成長を遂
げるには，製品ないし業界の構成を絶えず変化させ続けることが重要であるとして，新製品な
いし新業界を不断に生み出すことの重要性を強調している［後藤・武石（2001），5－6頁］。
　このようにイノベーションは，持続的な成長を実現するために重要なものであるとされる。
しかし，従来，イノベーションは偶然の発見や発明からの産物として，管理の対象とはみなさ
れてはこなかった。しかし現在では，それは適切に管理することによって創出されるものであ
るという見解が広まり，「イノベーション・マネジメント（innovation　management）」という
分野に関する多くの文献がみられる［たとえば，Tidd　et　al．（2001）；Tushman　and　Anderson
（2004）；Ettlie（2006）；Mayle（2006）；一橋大学イノベーション研究センター（2001）など］。
　日本を含む先進国の多くでは経済が成熟化し，企業は国内の限られたパイをめぐって熾烈な競
争を繰り広げている。または，新興国など国外における経済成長からもたらされる利益を享受し
ようとグローバルな競争を展開している。しかし，現在において経済成長が著しい国でも，やが
ては成熟化する運命にある。それゆえ，経営管理者は，成熟化した経済環境の創造的破壊によっ
て，企業の新たな成長・発展を実現するべく，多様な潜在的・顕在的ニーズを持つ市場や顧客に
訴求するようなイノベーションの創出を図り，適正な利益を確保していかなければならない。す
なわち，イノベーションを「経済効果をもたらす革新」［後藤・武石（2001），3頁；武石・青島
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（2001），69頁］と捉え，成熟化・多様化の時代における環境適応のための中心的な経営戦略の
1つとして，イノベーションの創出を位置づけた戦略マネジメントを行なっていく必要がある。
　それでは，この現代の企業経営で重視すべきイノベーション・マネジメントという問題に対
して，管理会計はいかに貢献することができるであろうか。伊藤宏（1989）は，イノベーショ
ン・マネジメントを支援するような管理会計について，次のように述べている。すなわち，「企
業における経営管理に対して有効な会計情報を提供することが管理会計の目的であると考える
ならば有効なイノベーション創出のための経営管理者の職能を遂行するために必要な会計情
報を提供することは当然管理会計の目的の重要なひとつであるといえる。すなわち，このよう
な経営管理者の職能遂行に対する会計情報の提供はイノベーション管理会計と呼ぶことができ
よう」［168頁］。そして，「現行の管理会計の体系，概念，技法等が，イノベーションの管理
という問題にどのような関連をもっているのか，あるいは，イノベーションというキー概念の
下にどのように再整理することが可能であるのかを考察することは，管理会計研究の一つの課
題になりうるであろう」［164頁］とも指摘している。
　本稿は，この見解と同様の問題意識の下に，イノベーション管理会計の一部，とりわけイノ
ベーションと管理会計との関係ないし適合性について考察することを目的とするものである。
以下ではまず，イノベーション・マネジメントという領域に対してアプローチされている管理
会計ないしマネジメント・コントロール（management　control）の先行研究をレビューする。
次いで，イノベーションないしその管理と管理会計との関係を考察する前提として，イノベー
ションの概念と，イノベーション・マネジメントについての見解を整理する。これらを踏まえ
て，イノベーションとマネジメント・コントロールないし管理会計との関係を検討する。最後
に，本稿の結論と今後の課題をまとめる。
2　イノベーション・マネジメントに焦点を当てた管理会計に関する先行研究
　イノベーション・マネジメントを直接のテーマとして扱う管理会計に関する文献は，少ない
［たとえば，伊藤宏（1989）；Smith（1998）；Spaniyi　and　Eibel－Spanyi（2004）］。もちろん，
製品やサービスの研究開発に要する費用の管理といったイノベーション・マネジメントの一部
に関わる問題は，従来から体系的に研究されてきた。とはいえ，それらの研究は，イノベーショ
ンの創出という問題を中心に位置づけて取り組んだものではない。また，原価企画やBSC
（balanced　scorecard）は，イノベーションの創出に大いに役立つと考えられるが，それらを
直接的に結びつけた研究はみられない1）。
　伊藤宏（1989）による研究は，イノベーションと管理会計を直接関連づけたわが国における
唯一ともいえる研究である。そこでは，企業におけるイノベーションを「企業活動全般におけ
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るアイディアの発見とその実用化（企業化）」［164頁］と広義に捉え，イノベーション・マネ
ジメントおよびその特質と，伝統的管理会計との関連について考察している。そしてその考察
から，伝統的管理会計はイノベーション・マネジメントに対して貢献できる部分はあるものの，
現状の管理会計（伝統的管理会計）の枠組みがイノベーション・マネジメントに対しては必ず
しも適応できていないことを明らかにしている。
　また，Smith（1998）は，　ABM（activity－based　management）を左右する要因として，コスト，
品質，時間およびイノベーションの4つを挙げ，これまで管理会計において注目されてきたコス
ト・品質・時間の3つと，あまり注目されてこなかったイノベーションとの関係を考察している。
そして，顧客の要求に応えて4つの要因に同時に取り組むためには，両者間における重大なト
レードオフを考慮するする必要があるが，コスト・品質・時間を管理するためにABMで用いら
れる関連手法（たとえば，ABC：activity－based　costing，　TQM：total　quality　management，
BPR：business　process　reengineering，　JIT：just　in　time，　TOC：theory　of　constraints）は，
イノベーション創出の制約となることを述べている。
　これらの見解にみられるように，管理会計はイノベーションに貢献しないもの，あるいは，
それを抑止するものとして捉えられてきた。この傾向は，管理会計の基礎となるマネジメン
ト・コントロールについても存在する。イノベーション・マネジメントの文献では，イノベー
ションの成功に影響を与える可能性のある要因として，マネジメント・コントロールの潜在的
な役割を軽視または無視する傾向にあり，また，イノベーションとマネジメント・コントロー
ルの双方に関連する研究では，マネジメント・コントロールはイノベーションとは両立せず，
それを抑止するものであることが肯定されている［Bisbe　and　Otley（2004），　p．710］。
　果たして，管理会計ないしマネジメント・コントロールは，イノベーションと関連しない，
または，それを抑止するものなのであろうか。この点については，，否定的な見解もみられ，一
貫性がない［Bisbe　and　Otley（2004），　p．710］。たとえば，　Spaniyi　and　Eibel－Spanyi（2004）は，
CFO（chief丘nancial　othcer）にイノベーションを育成するイノベーション・リーダーとして
の役割を与え，イノベーションの創出を導く次の4つの方法を提言しており，CFOがイノベー
ションの創出に多大な貢献をすることが示されている［pp．27－29］。すなわち，①事業戦略と
イノベーションの緊密な統合を確保し，イノベーションを促進するような戦略的な環境を構築
すること，②顧客を基準とする業務プロセスの観点を推奨し，イノベーションを実現可能とす
るビジネス環境を構築すること，③イノベーションを尊重し，失敗が致命的とはならない企業
文化を創造し，イノベーションを支援する社会的環境を構築すること，および④新しい製品や
サービスの開発プロセスを管理する際に，創造的な分野を奨励すること，である。
　このように，イノベーションと管理会計ないしマネジメント・コントロールとの関係は，い
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まだ解明されていない。そこで以下では，イノベーションと管理会計ないしマネジメント・コ
ントロールの関係について考察する。まず次節では，考察の前提となるイノベーションという
概念について整理する。
E
3　イノベーションの概念とその類型
（1）イノベーションの概念
　Schumpeter（1934）によれば，イノベーションとは「新結合（new　combination）の遂行」
［p．66．（訳書，152頁）］である。それは，利用可能な物質や力（materialS　and　forces）を従
来とは異なる方法で結合し，新しい製品やサービスを生産すること，あるいは新しい方法で既
存の製品やサービスを生産することを意味する［p．65．（訳書，151頁）］。
　そのような新結合の遂行すなわちイノベーションには，次の5つのものがある。すなわち，
①新しい製品やサービスまたは新しい品質のそれらの導入，②新しい生産方法の導入，③新市
場の開拓④原料ないし半製品の新しい供給源の獲得⑤新しい組織の実現，である
［Schumpeter（1934），　p．66．（訳書，152頁）］。
　このようなSchumpeter（1934）によるイノベーションの概念は学際的に広く普及し，これ
までにも多くの論者によって多様な概念形成がなされてきた。そうした中で，一橋大学イノ
ベーション研究センター（2001）は，Schumpeter（1934）の定義をその基本としつつ，イノベー
ションを「経済効果をもたらす革新」と捉え定義している［後藤・武石（2001），3頁；武石・
青島（2001），69頁］。
　この定義において，イノベーションは広く革新を意味するものであり，狭義の技術革新
（technological　innovation）にとどまらず，「新しい製品やサービスの創出，既存の製品やサー
ビスを提供する新しい技術や仕組み，さらにはそれらを実現するための組織・企業間システム，
ビジネスのシステム，制度の革新など」［後藤・武石（2001），3頁］が含まれる。また，それ
はあくまでも経済成果を追求し市場で受け入れられ実現されたものであり，一単なる空想や思い
つき，発見あるいは発明（invention）ではない［後藤・武石（2001），3－4頁］。
　この一橋大学イノベーション研究センター（2001）によるイノベーションの概念は，イノベー
ション・マネジメントという経営学的な視点から形成されたものである。したがって，イノ
ベーションと管理会計との関係を考察する本稿の目的に適っている。そこで以下では，この概
念に依拠して考察を進めていくことにする。
（2）イノベーションの類型
イノベーションという概念は，これまで多くの論者によって議論され，その性質によってい
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くつかの類型に分類されている。このような類型化は，イノベーションの管理にとって重要で
ある。なぜならば，イノベーションの性質によってその管理の仕方が異なるからである［武石・
青島（2001b），112頁］。そこで，以下ではイノベーションの類型を整理する。
　①プロダクト・イノベーションとプロセス・イノベーション
　イノベーションはまず，それが変化をもたらす対象に基づいて，プロダクト・イノベーショ
ン（product　i㎜novation）とプロセス・イノベーション（process　innovation）に大別される
［Utterback　and　Abernathy（1975），　pp．640－645］。前者は，組織が提供するもの（製品やサー
ビス）自体に変化をもたらすイノベーションであり，後者は，製品やサービスを生産し利用者
のもとへ届ける方法（生産工程）に変化をもたらすイノベーションである［Tidd　et　al．（2001）
（訳書6頁）］。
　上述のSchumpeter（1934）による5つのイノベーションをこれらのカテゴリーに分類する
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　゜聾ならば，「新しい製品やサービスまたは新しい品質のそれらの導入」および「原料ないし半製
品の新しい供給源の獲得」はプロダクト・イノベーションに，「新しい生産方法や利用方法の
開発」，「市場の開拓」および「新しい組織の実現」はプロセス・イノベーションにT相当する
［織畑（2001），42頁］。
　②画期的イノベーションと漸進的イノベーション
　イノベーションはまた，製品やサービスに採用される技術の新規性または不連続性に基づい
て，画期的イノベーション（radical　innovation）と漸進的イノベーション（incremental
innovation）に分類される［Ettlie　et　al．（1984）；Dewar　and　Dutton（1986）；Tushman　and
Anderson（1986）］2）。前者は，従来では存在しなかったような画期的な技術を生み出すタイ
プのイノベーションであり，後者は，従来から存在する技術の延長線上で継続的に技術を改善
していくタイプのイノベーションである［後藤・武石（2001），3頁］。
　Tushman　and　Anderson（1986）によれば，技術3）の不連続性には，製品やサービスの開発
および生産において新たなノウハウ（知識・能力・スキル）を必要とする「能力破壊型」と，
製品やサービスに関する既存のノウハウに基づいて形成された価格や性能の改善である「能力
強化型」とがある［pp．442－443］。すなわち，画期的イノベーションは，過去のノウハウが陳
腐化し役立たなくなる能力破壊型の場合に生じるものであり，漸進的イノベーションは，過去
のノウハウが依然として有効である能力強化型の場合に生じるものである［武石・青島
（2001b），110頁］。
　③持続的イノベーションと破壊的イノベーション
　上の2つの類型は，技術的な変化に焦点を当てたものであるといえるが，それとともに市場や
顧客との関係の変化または競争の状況を重視する観点から，イノベーションは，破壊的イノベー
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ションと持続的イノベーションとに分類される［Abernathy　and　Clark（1985）；Christensen
（1997）］。
　Abernathy　and　Clark（1985）は，「『革新力（transilience）』，すなわち企業の既存の経営資源，
スキル，知識に影響を与える力」［p，5］に基づくフレームワークを用いて，技術や生産と市場
や顧客との関係の両面から，革新力がそれぞれ破壊的（radicaDか，持続的（conservative）
かを区分し，イノベーションを次の4つに分類した［p7］。すなわち，構造的4＞イノベーション
（architectural　innovation），ニッチ創造（niche　creation），革命的イノベーション（revolutionary
innovation）および通常的イノベーション（regular　innovation）である。
　構造的イノベーションは，確立された技術体系や生産システムから逸脱し，市場および顧客
との新たな関係を開拓するような新技術によって，製品およびプロセスの基本構成を定めた
り，次なる展開を導くような技術とマーケティングの基本方針を確立したりして，事実上，業
界構造を規定するようなイノベーションである［Abernathy　and　Clark（1985），　p，7］。これは，
新しい技術を用いて，新たな市場や顧客との関係を構築するものであり，革新力は技術および
市場の両面で破壊的なイノベーションである［武石・青島（2001b），111頁］。
　ニッチ創造は，確立された技術体系や生産システムを維持・強化することによって，新たな
市場機会を開拓するようなイノベーションである［Abernathy　and　Clark（1985），　p．10］。こ
れは，既存の技術を用いて，新たな市場や顧客との関係を構築するものであり，革新力は技術
面では持続的であるが市場面では破壊的なイノベーションである［武石・青島（2001b），111頁］。
　革命的イノベーションは，確立された技術や生産に関する能力を破壊し陳腐化させるが，既
存の市場や顧客に対して適用されるようなイノベーションである［Abernathy　and　Clark
（1985），p．12］。これは，新しい技術を用いて，既存の市場や顧客との関係を構築するもので
あり，革新力は市場面では持続的であるが技術面では破壊的なイノベーションである［武石・
青島（2001b），111頁］。
　通常的イノベーションは，確立された技術や生産に関する能力に基づいて形成され，既存の
市場や顧客に適用されるようなイノベーションである［Abernathy　and　Clark（1985），p．12］。
これは，既存の技術を用いて，既存の市場や顧客との関係を深めるものであり，ほとんど表に
出ないことが多いが，製品のコストや性能に劇的な累積効果を持ち，革新力は技術および市場
の両面で持続的なイノベーションである［武石・青島（2001b），111頁］。
　Christensen（1997）は，既存の大規模な市場・顧客向けに製品の性能を高めるような性質を
持つ新技術5）を持続的技術（sustaining　technology），すなわち持続的イノベーションと呼び，
少なくとも短期的には，新規の小規模な市場・顧客向けに製品の性能を引き下げるような性質
を持つイノベーションを「破壊的技術」（destructive　technology），すなわち破壊的イノベー
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ションと呼ぶ［p．xv．（訳書，9頁）］。
　持続的イノベーションには，漸進的なものから画期的なものまで含まれるが，それらに共通
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　N　　N　　N　　N　　N　　Nする点は，「性能向上の確立された軌跡を持続すること」［Christensen（1997），　p．24．（訳書，
56頁）］である。すなわち，既存の主要市場の主要な顧客によって従来から用いられている評
価基準にしたがって既存製品の性能を向上させ，より利益率の高い領域に達することを目的と
する点である。すなわち，これはAbernathy　and　Clark（1985）による通常的イノベーション
に相当すると考えられる。
　これに対して，破壊的イノベーションは，一般に，既存製品よりも性能が低く，低価格シ
ンプル，小型で，使い勝手がよく，新しく小規模な市場や新規のわずかな顧客に評価され，通
常は利益率が低い場合が多い［Christensen（1997），　p．xv，　p．xvii．（訳書9頁・11頁）］。したがっ
て，破壊的イノベーションは，既存の大規模な市場における顧客による従来の評価基準では既
存製品に劣っているために，その出現当初には評価されることはない。しかし，やがて改良が
進むことで既存製品の性能を凌駕し，最終的には既存市場の顧客にも評価され，市場を席巻す
るようになるイノベーションである［武石・青島（2001b），115頁］。すなわち，これは
Abernathy　and　Clark（1985）によるニッチ創造から革命的イノベーションとに至るイノベー
ションであると考えられる。
　以上のように，イノベーションは，それが創出される対象，技術の新規性，および技術と市
場や顧客競争状況などとの関係によって，その性質がさまざまに異なるものであると理解で
きる。そしてそれは，プロダクトないしプロセスのイノベーションを基準として，その性質に
より，典型的には画期的・破壊的イノベーションと漸進的・持続的イノベーションとに大別する
ことができると考えられる。それでは，このようなイノベーションは，どのようなプロセスに
よって生み出されるのか，そして，そのイノベーション創出プロセスをどのように管理すれば
よいと考えられているのかを，次節で考察する。
4　イノベーション・プロセスとその管理
（1）イノベーション・プロセス
　Rothwe11（1992）によれば，イノベーション・プロセスの捉え方には，大別すると，リニア
モデルと相互作用モデルがあり，次第に単純なリニアモデルから複雑な相互作用モデルへと進
展しつつある［pp．221－222，　pp．236－237］。
　リニアモデルは，「科学的発見がイノベーションを生み出す」［武石・青島（2001a），69頁］
という連続的（sequential）な捉え方であり，図表1のように，イノベーション・プロセスを「基
礎研究→応用研究→開発（製品開発・技術開発）→製造・販売→改良」といった一連の機能別
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の活動からなる単線的な一方向のプロセスとみなしている［明石（2002），11頁］。図表1か
らわかるように，通常，イノベーションと呼ばれるもの，すなわち前述した画期的・破壊的イ
ノベーションが創出され市場に導入された後それは漸進的・持続的イノベーションによって
改良や改善が行なわれていくというプロセスになっている。
図表1　イノベーション・プロセス（リニアモデル）
基礎研究 応用研究 開　　発 製造・販売開始 製品・技術改良
アイデア　科学的
?z　　　発見
技術的発明 設計／技術開発
i課題解決型改良）
ｨ実用化実験
イノベーション
i革新）
漸進的改良型イノ
xーション
i改善，技術普及）
（出所）明石（2002），11頁の図1－1より一部抜粋
　他方，相互作用モデルは，「科学とイノベーションの多様な相互作用を認める」［武石・青島
（2001a），69頁］という同時並行的な捉え方である。すなわち，「科学的発明の上に数多くの人々
や組織の試行錯誤と創意工夫，失敗や挫折が積み重ねられて新しい商品やサービスが実現し，
それが市場に受け入れられてはじめてイノベーションが成立する。この一連のプロセスのさま
ざまな局面で科学的知識が使われ，またそのやりとりの中で科学的研究が刺激され，時として
新しい基礎的な発見に結びつく」［武石・青島（2001a），69頁］といった複雑な双方向のプロ
セスを想定している。すなわち，実際には「さまざまな情報が組み合わされ，科学，技術市
場が相互に補い，影響しあいながら，イノベーションのアイデアが生まれ，実現されていく」
［武石・青島（2001a），78頁］のである。
（2）イノベーション・プロセスの管理
　Tidd　et　al．（2001）は，上述のイノベーション・プロセスを効果的に管理する上で，その基
盤となるルーティンによって構成されるイノベーション・マネジメント・プロセスを，図表2
のようなリニアモデルとして描いている。そのモデルにおけるルーティンには，①スキャニン
グ（シグナルの処理），②戦略立案，③資源調達，④実行および⑤学習と再イノベーションと
いった5つの局面が含まれる［後藤・鈴木監訳（2004），66－73頁］。
①スキャニング（シグナルの処理）
　イノベーション・マネジメント・プロセスにおける最初の局面は，スキャニング・ルーティ
ンである。すなわち，市場や技術における潜在的な変化の可能性を知らせるシグナルを，激変
する外部環境の中から見つけだして収集し，処理をして意思決定のために有用な情報へと加工
する。
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②戦略立案
　イノベーションは本質的に高いリスクを伴うため，戦略立案の局面では，インプット（企業
が利用可能な技術や市場の機会に関するシグナル，企業が現在所有している技術基盤，すなわ
ち企業に特有の技術的コンピタンス，ビジネス全体との適合性）の中からいくつかのものを選
択し，イノベーションのコンセプトへと具体化していく。
③資源調達
　資源調達の局面では，イノベーションのコンセプトに沿って，イノベーション創出の課題に
対する問題解決方法のアイディアを提示するために，組織外および組織内で利用可能な新しい
知識と既存の知識を組み合わせる。すなわち，この局面はイノベーション・プロセスの研究段
階（基礎研究・応用研究）に相当する。そこでは，組織内外で行なわれる研究開発活動による
新しい技術知識の創出と，組織内外における技術移転が行なわれる。
④実行
　イノベーション・プロセスの核心部分である実行の局面では，戦略立案局面を通じて具体化
された明確な戦略的コンセプトと，資源調達局面を通じて提示された当該コンセプトを実現す
るための初期のアイディアを投入して，イノベーションの創出と市場の立ち上げ準備を行な
う。すなわち，この局面はイノベーション・プロセスの開発段階（製品開発・技術開発）およ
び製造・販売開始段階に相当する。そこでは，最終的な市場の立ち上げに向けて，情報収集と
問題解決を繰り返すという一連の活動が，組織における緊密な連携と協働により行なわれる。
またその際には，確実なまたは予期される顧客ニーズに関する情報を収集し，その情報を製品
開発プロセスヘフィードバックすることが必要であると同時に，市場へ製品またはプロセスを
投入する準備とそれらのマーケティングを行ない，市場を開拓することが必要となる。
⑤学習と再イノベーション
　学習と再イノベーションの局面では，完了したイノベーション創出プロジェクトを再検討
し，その初期の成功や失敗から得られた経験や教訓を踏まえた学習を通じて，現世代にさらな
る修正と洗練を施すことにより，次世代の改良や改善につなげる。すなわち，この局面はイノ
ベーション・プロセスの製品・技術改良段階に相当する。
　このイノベーション・マネジメント・プロセスにみられるように，そこには戦略立案が含ま
れている。すなわち，イノベーション・マネジメントは戦略マネジメントの一環として行なわ
れることがわかる。そしてそのプロセスは，実際には相互作用モデルのように，複雑な双方向
のプロセスとしてダイナミックに展開されると考えられる。したがって，前述したイノベー
ションのタイプによっても，さらには組織を取り巻く環境や戦略によっても，イノベーショ
ン・マネジメントのあり方は異なってくるであろう［武石・青島（2001b），112頁］。つまりは，
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図表2　イノベーション・マネジメント・プロセス
Σ） Σ） 21）
一一一ｨ段階??ー???
シグナルの処理
技術や市場，規制その他のシグ
ナルを鴛るために周辺の環境を
スキャンする
シグナルを収集し，背景のノイ
ズから分離する
将来をスキャンする
意思決定のために有効な情報へ
とシグナルを加江する
戦略立案
分析，選択，計画立案を行う
とりうる行動という観点からシ
グナルを騨価する
全体的な事業戦略とリンクさせ?
コアとなる知識ペースの優位性
とリンクさせる
他の選択肢の費用と便益を評価
する
優先順位を決定する
同意を得てリソースを確保する
計画を決定する
リソースの調逡
戦略的決定を実現に移すための
ソリューションを圃達する
研究開発漉動によって，社内で
発明を行う
既存の研究開発成果を利用する
外部との研究魍発契約を通じて
技術を獲得する
ライセンスもしくは購入契約に
よって技衛を獲得する
技術移転を行う
実行
技術が成熟に至るまで開発を行?
技術開発と適切な市場の並行開
発を行う．製品開発の場合は外
部の市場を窓味するが，プロセ
ス開発の場含は内部ユーザーに
対する市場である．どちらも．
〈変化のマネジメント〉が必要
とされる
市場投入と引渡しを行う
アフター・セールスのサポート
を行う
学習と再イノベーシsン
（出所）後藤・鈴木監訳（2004），67頁
イノベーション・マネジメント・プロセスのあり方によって，イノベーションの成功と失敗が
左右されることになる。それゆえ，イノベーション・マネジメントは，戦略マネジメントと同
様に，非常に複雑，困難かつ重大な経営課題であることが理解できる。
　それでは，そのような複雑かつ困難なイノベーション・マネジメントを実施する上で，経営
管理者はどのような役割を果たす必要があるのであろうか，次にこの点を考察する。
（3）イノベーション・マネジメントにおける経営管理者の機能
　イノベーションの管理における経営管理者の機能として最も重視されるのは，いうまでもな
く「イノベーションの実現能力」である。しかし，経済学では従来，循環的な均衡状態を創造
的に打破し新たな経済発展をもたらす企業家6）の機能（entrepreneurial　function）と，既存の
循環的な均衡状態において効率性を図る管理者の機能（managerial　function）は，まったく相
容れないものとして捉えられてきた［米倉（2001），55頁］。
　Shumpeter（1934）は，新結合の遂行を「企業」（enterprise）と呼び，それを実行すること
が自らの機能である者を「企業家」（entrepreneurs）と呼ぶ［p74］。すなわち，企業家とは「新
結合の遂行を自らの機能とし，その遂行に当たって能動的要素となるような経済主体」［米倉
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（2001），55頁］であるとして，いわゆる起業家だけでなく組織内のさまざまな経営管理者にも，
均衡状態の創造的破壊者，すなわち画期的・破壊的イノベーションの遂行者としての機能を求
めている。また，画期的・破壊的イノベーションが新たな均衡状態に向かう際　または，均衡
状態においても存在する非効率や情報ギャップを埋めていく際には，創造的破壊というよりも
地道な改善や改良が重要になるため，Leibenstein（1987）などのように，経営管理者に漸進
的・持続的イノベーションの遂行者としての機能を求める見解もある［米倉（2001），56頁］。
　したがって，前述のイノベーションの類型からみても，現在のイノベーションの管理におけ
る経営管理者の機能としては，企業家の機能も管理者の機能も共に求められ，経営管理者に対
する多様な企業家像がありうる。たとえば，米倉（2001）は，「分類は実に微妙で，イノベーショ
ンのとらえ方あるいは解釈によって異なる」［60頁］としながらも，「アントルプルヌアを『新
結合すなわちイノベーションの遂行者』と定義し，企業家のあり方はその遂行されるイノベー
ションのあり方から規定することが重要」［63頁］であるとして，企業家をAbernathy　and
Clark（1985）のイノベーションの類型に基づき，次のように類型化している［米倉（2001），
59－60頁］。すなわち，構造的イノベーションの遂行者はまさにSchumpeterが想定していたよ
うな企業家型企業家（entrepreneurial　entrepreneur）であり，革命的イノベーションの遂行
者は技術志向型企業家（technology－oriented　entrepreneur）である。また，ニッチ創造の遂行
者は市場志向型企業家（market－oriented　entrepreneur）であり，通常的イノベーションの遂
行者は経営管理者型企業家（administrative　entrepreneur）である。
　この見解にみられるように，イノベーションを遂行する企業家としての経営管理者の機能
は，遂行しようとするイノベーションのタイプによって異なるといえる。それゆえ，イノベー
ションの管理において，経営管理者はイノベーションのタイプにしたがって，その果たす役割
を変える必要があると考えられる。すなわち，大括りに分類するならば画期的・破壊的イノ
ベーションを遂行する企業家型・技術志向型・市場志向型め企業家と，漸進的・持続的イノベー
ションを遂行する経営管理者型企業家である。
　それでは，このような経営管理者は，どのようにイノベーションを成功裡に遂行すればよい
であろうか。Tidd　et　al．（2001）によれば，イノベーションを成功裡に遂行するためには，次
の4つのテーマに取り組む必要がある［後藤・鈴木監訳（2004），74頁］。すなわち，①戦略的
アプローチを採用すること，②効果的な実行メカニズムと構造を構築し活用すること，③イノ
ベーションを支援する組織内の環境を整え拡大すること，および④効果的な外部との関係を構
築し維持すること，である。
　本稿では，上記のテーマのうち，主として効果的な実行メカニズムと構造を構築し活用する
ことに焦点を当て，次節において，イノベーション・マネジメントの実行システムとしてのマ
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ネジメント・コントロールについて検討したいと考える。
5　イノベーション・マネジメントとマネジメント・コントロール
（1）マネジメント・コントロールの概念
　Anthony（1965）は，組織階層における計画設定・統制活動の相違に基づいて，経営管理プ
ロセスを戦略的計画設定（strategic　planning），マネジメント・コントロール（management
control）およびオペレーショナル・コントロール（operational　control）に分類し，3つの階
層からなるフレームワークを提示した。そこでは，マネジメント・コントロールを「管理者が，
組織目標の達成のために資源を効果的かつ能率的に取得し，使用することを確保するプロセス
である」［p．17．（訳書，22頁）］と定義している。これは，組織目標達成システムとしてのマ
ネジメント・コントロールであり［森口（1995a），105頁］，伝統的管理会計が依拠してきた
伝統的なマネジメント・コントロール概念である。
　伊丹（1986）によれば，マネジメント・コントロールの本質は，「階層的意思決定システム
における委譲された意思決定のコントロール」［18頁］であり，影響システムとしての機能を
持つ。それゆえ，経営戦略の重要性が高まったことを背景として，Anthony（1988）は，マネ
ジメント・コントロールを「管理者が，組織の戦略を実行するために他の組織成員に影響を与
えるプロセス」［pユ0］と定義し直している。これは，戦略実行システムとしてのマネジメント・
コントロールである［森口（1995a），108頁］7＞。
　また，Simons（1995）も組織行動に影響を与えるためのシステムとしてマネジメント・コン
トロールを捉え，経営管理プロセスを組織階層ごとに分けないより広義の，すなわち戦略的計
画およびオペレーショナル・コントロールをも含む戦略的な概念として，「管理者が，組織行
動のパターンを維持または変更するために用いる，情報をベースとした公式的な手順と手続き
である」［p．5．（訳書，37頁）］と定義している。このようなSimons（1990，1991，1994，1995）
によるマネジメント・コントロール概念は，戦略の創発をも伴う戦略形成・実行システムとし
ての戦略的マネジメント・コントロール（strategic　management　control）である。
　Anthony（1988）およびSimons（1990，1991，1994，1995）のマネジメント・コントロール概
念は，前述のTidd　et　al．（2001）が指摘していた戦略的アプローチによるものであり，伝統的
なマネジメント・コントロール概念よりもイノベーション・マネジメントに適合した戦略的な
マネジメント・コントロール概念になっているといえる。それでは，イノベーションの類型と
の適合性については，どうであろうか。
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（2）マネジメント・コントロールの類型とその連関
　Anthony（1988）によれば，上述のマネジメント・コントロールには，継続的な業務活動
（ongoing　operations）を対象とする業務志向のマネジメント・コントロールと，プロジェク
ト（projects）活動を対象とするプロジェクト志向のマネジメント・コントロールが含まれる
［P14］。
　業務志向のマネジメント・コントロールは，組織が存続する限り無期限に継続する公式的な
プロセスであり，「プログラミング8）→予算編成→実施→評価」という4つの局面からなる
［Anthony（1988），　p．15］。それは，企業全体の継続的な業務活動を対象としており，伝統的
なマネジメント・コントロール概念に相当する［Anthony（1965），　p．113］。
　他方，プロジェクト志向のマネジメント・コントロールは，戦略的計画設定で着手すべきプ
ロジェクトの意思決定がなされた後明確に定められた終了点に向けて一定間隔で絶えず繰り
返されるフィードバックにより，頻繁に計画を修正しながら段階を経て行なわれる，反復的な
プロセスである。そして，そのプロセスは，「プログラミング・戦略的投資→プロジェクト計
画設定・実行予算編成→実施→評価→修正→（実施→評価→修正の反復）→最終評価」という
局面からなる［Anthony（1988），　pp．108－120］9）。
　また，Simons（1994，1995）は，マネジメント・コントロールを，戦略との関係および管理
者の使用目的．によって，信条システム（beliefS　SyStemS），境界システム（bOUndary
systems），診断型コントロール・システム（diagnostic　control　systems）および対話型コント
ロール・システム（interactive　control　systems）の4つに分類している［（1994），
pp。17（）－171；（1995），　p．7．（訳書，39－40頁）］。
　信条システムは，「上級管理者が，組織の基本的価値観，目的および方向性を規定するため
に，公式的に伝達したり，系統的に強化したりする，明確な一連の定義条項」［Simons（1995），
p，34．（訳書，82頁）］の形をとる，公式的なシステムである。この信条システムは，新たな機
会の探索を引き起こしたり，方向づけたりするために用いられる。
　境界システムは，「組織的な参加者に対して活動の許容範囲を描く」［Simons（1995），　p．39．
（訳書，89頁）］ために用いる，公式的なシステムである。この境界システムは，事業リスク
に基づいて，機会探索行動に対する制限を設けるために用いられる。
　診断型コントロール・システムは，「管理者が，組織の成果を監視し，事前に設定された業
績基準からの逸脱を修正するために用いる，公式的な情報システム」［Simons（1995），　p．59．（訳
書125－126頁）］である。この診断型コントロール・システムは，動機づけ，監視および特定
の目標達成に対する報奨のために用いられる，公式的なフィードバック・システムであり，組
織目標達成システムとしての伝統的なマネジメント・コントロール概念に基づくものである。
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したがってこれは，業務志向のマネジメント・コントロールの運用形態と捉えることができる。
　双方向型コントロール・システムは，「管理者が，部下の意思決定行動に規則的かつ個人的
に関与するために用いる，公式的な情報システム」である［Simons（1995），　p．95．（訳書183
頁）］。この双方向型コントロール・システムは，焦点を絞って組織全体にわたる対話と学習を
強力に推し進め，組織学習と，新しいアイディアや戦略の創発を促進するために用いられる。
たとえば，プロジェクト・マネジメント・システムなどが双方向型コントロール・システムと
して運用される［Simons（1991），　pp．52－53；Simons（1995），　p．109．（訳書，208頁）］。したがっ
てこれは，プロジェクト志向のマネジメント・コントロールの運用形態と捉えることができる。
　Simons（1994，1995）によるマネジメント・コントロールの類型のうち，診断型および双方
向型のコントロール・システムが，通常，計画設定・統制システムとして用いられる。そこで，
この点に焦点を当ててみると，マネジメント・コントロールは大別して，業務志向の診断型コ
ントロール・システムとプロジェクト志向の双方向型コントロール・システムとに分類するこ
とができると考える。
　それでは，このようなマネジメント・コントロールの大類型と，前述のイノベーションの大
類型，すなわち画期的・破壊的イノベーションおよび漸進的・持続的イノベーションとは，ど
のような適合関係にあるのであろうか。
（3）イノベーションの類型とマネジメント・コントロールの類型における適合性の検討
　まず，画期的・破壊的イノベーションと業務志向の診断型コントロール・システムについて
は，業務志向の診断型コントロール・システムが，継続的な業務活動について業績標準からの
逸脱を監視・修正するものであることからして，新しい技術ないし新しい市場を開拓するよう
な画期的・破壊的イノベーションには適合しないと考えられる。
　イノベーションと管理会計に関する先行研究において，管理会計ないしマネジメント・コン
トロールはイノベーションとは両立せず，それを抑止するものであるとする多くの見解は，こ
の点に由来するものであろう。すなわち，通常，イノベーションといえば，画期的・破壊的な
イノベーションを想定する。このようなイノベーションと業務志向の診断型コントロール・シ
ステムあるいは伝統的管理会計との関係をみれば，適合性がないことも理解できる。たとえば
Christensen（1997）が指摘しているようにlo），マネジメント・コントロール・システムにおけ
るプログラミング局面において，組織が主要なプログラムと，各プログラムに配分される資源
の概算額を決定する際に，業務志向の診断型コントロール・システム，すなわち伝統的管理会
計を用いれば誤った結果が導き出されるであろう。
　次に，画期的・破壊的イノベーションとプロジェクト志向の双方向型コントロール・システ
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ムについては，プロジェクト志向の双方向型コントロール・システムが，明確に規定された期
間において計画を頻繁に修正しながら行なわれるプロジェクト活動に対して，組織的な対話と
学習を強力に推し進めながら新しいアイディアや戦略の創発を促進するものであることからし
て，新しい技術ないし新しい市場を開拓するような画期的・破壊的イノベーションと適合する
と考えられる。
　原価企画は，プロジェクト志向のマネジメント・コントロールの手法であるとの見解にみら
れるように［たとえば，伊藤嘉（2001），47頁；古田（2007），225頁］，画期的・破壊的イノベー
ションの創出に対して，原価企画が貢献できる可能性が示唆されよう。
　以上の場合とは対照的に，漸進的・持続的イノベーションに業務志向の診断型コントロー
ル・システムまたはプロジェクト志向の双方向型コントロール・システムのどちらかを適用す
ることは，合理的であると考えられる。
　漸進的・持続的イノベーションは，すなわち改良や改善である。したがって，TQMやJIT
にみられるような日常業務における継続的な改善を企図する場合や，ベンチマrキングや
BPRなどを通じた製品やサービスの改良（品質向上や原価低減）を企図する場合などに応じて，
Simons（1994，1995）が指摘しているように，診断型か双方向型かを選択することが考えられ
る。
　これらのことを考え合わせてみるならば，Smith（1998）にみられるような，　ABMで用い
られる管理会計ツールがイノベーション創出の制約となるという指摘は，画期的・破壊的イノ
ベーションにいえることであって，漸進的・持続的イノベーションには当てはまらない可能性
も示唆されよう。すなわち，現在議論されている戦略管理会計がイノベーション・マネジメン
トに主として貢献できる部分は，漸進的・持続的イノベーションに関する部分なのかもしれな
いのである。
6　おわりに
　本稿では，現代におけるイノベーションやそのマネジメントの重要性に鑑みて，それと管理
会計ないしマネジメント・コントロールとの関係について考察してきた。その考察の結果とし
て，次のことが明らかとなった。すなわち，この分野に関する先行研究では，管理会計ないし
マネジメント・コントロールは，イノベーションの創出を制約するため，イノベーション・マ
ネジメントに貢献することはないとの見解が多くみられる。しかしながら，イノベーション・
マネジメントを成功裡に遂行するためには，イノベーションの性質との適合性を考慮に入れる
必要がある。このような観点から，イノベーションと管理会計ないしマネジメント・コント
ロールの適合性を考察すると，通常，イノベーションという言葉で想定されるところの画期
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的・破壊的イノベーションについては，管理会計の適合性は低いと考えられる。しかし，改良
や改善を意味する漸進的・持続的イノベーションについては，多くの戦略管理会計の手法が適
用できることが示唆された。
　このように，管理会計がイノベーション・マネジメントに貢献できる可能性が示唆されるが，
課題も多い。伊藤宏（1989）は，本稿で考察したようなイノベーションないしそのマネジメン
トの特質の認識の下に，経営管理者が有効なイノベーション創出のプロセスを保証すべき主な
職能，換言すれば，この分野に関する管理会計の課題を，次の5つにまとめている［168頁］。
　1）イノベーションに対する基本方針の策定
　2）有効なイノベーション創出のための組織づくり
　3）イノベーションプロジェクト担当者の動機付け
　4）合理的な評価システムの構築
　5）イノベーション関連コストの管理
　本稿は，これらの課題の前提となる考察を行なったに過ぎない。したがって，今後は，これ
らの課題に取り組むと共に，本稿の考察を通じて明らかとなった，①Christensen（1997）が
指摘するプログラミングにおける問題②画期的・破壊的イノベーションを促進する可能性が
示唆される原価企画や，③漸進的・持続的イノベーションを促進するTQM，　BPR，　JITなど
を支援するABC／ABM，　TOC／スループット会計とイノベーション・マネジメントとの関係，
さらには，④戦略管理会計とイノベーション管理会計との結合または融合など，数多くの解明
すべき課題が残されている。
　これらの課題をひとつひとつ解決していくことによって，イノベーション・マネジメントに
対する管理会計の貢献を大なるものとすることができるであろう。
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【注】
1）岩淵（1992）および清水（1992a，1992b）による研究は，イノベーション創出と密接な関係にある知識創造
　　と原価企画との関係を論じたものであるが，イノベーションとの関係には言及していない。また，Kaplan
　and　Norton（1992，1993，1996）による一連の研究は，イノベーション・プロセスには注目しているものの、
　戦略を評価する上で，BSCの一部にその項目を組み込むことの重要性を強調しているにすぎない。
2）Henderson　and　Clark（1990）は，画期的イノベーションと漸進的イノベーションという分類では不十分だ
　　として，イノベーションは企業の組織能力に与える影響により異なるという観点から，イノベーションが
　製品の構成要素自体に与える影響と構成要素間のつながり（結合状態）に与える影響という2つの次元か
　　らなるフレームワークを用いて，イノベーションをさらに次の4つに分類している［pp．11－12］。すなわち，
　画期的イノベーション，漸進的イノベーション，モジュラー・イノベーション（modular　innovation）およ
　　びアー一一キテクチュラル・イノベーション（architectural　innovation）である。ここで，構成要素（component）
　　とは，「核となる設計思想を具体化し，特定の機能を果たす，物理的に異なる製品の一部分」［p11］をいい，
　　また，それらの問のつながりを意味するアーキテクチャ（architecture）とは，「それらの構成要素が結合
　　される状態」［p．14］をいう。
　　画期的イノベーションは，製品の構成要素に採用されている技術の核となる設計思想もそれらの間の結
　　合状態も共に新しく変えるものであり，漸進的イノベーションはそれらを共にそのまま変えずに構成要素
　　の改良を行なうものである。他方tモジュラー・イノベーションは，技術の核となる設計思想だけを変え
　　るものであり，アーキテクチュラル・イノベーションはそれらの間の結合関係だけを変えるものである。
　　すなわち，モジュラー・イノベーションとは，「製品のアーキテクチャを変えずに，核となる設計思想を変
　　えるイノベーション」［p12］であり、他方，アーキテクチュラル・イノベーションとは，「核となる設計
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　　思想（ひいては，構成要素の基礎をなす基本的な知識）をそめままに，製品の構成要素の結合状態を変え
　　るようなイノベーション」［plO］である。
3）TushInan　and　Anderson（1986）は，技術を「投入と産出との間（プロセス技術）に介在し，または，新し
　　い製品やサービスを生み出すような道具，装置および知識」［p，440］と定義している。
4）Abernathy　and　Clark（1985）は，「業界構造，すなわち競争が生じ展開される広範なフレームワーク」［p．7］
　　を規定するようなイノベーションを「アーキテクチュラルjと呼ぶ。
5＞Christensen（1997）は，「『技術』とは，組織が労働力，資本，原材料，情報を，価値の高い製品やサービ
　　スに変えるプロセスを意味する」とし，「エンジニアリングと製造にとどまらず，マーケティング，投資，
　　マネジメントなどのプロセスを包括するものである」とする。そして，「fイノベーション』とは，これら
　　の技術の変化を意味する」と述べている［p．xiii，（訳書，6頁）］。
6）米倉（2001）は，アントルプルヌア（entrepreneur）という語の翻訳について，事業を起こすという意味
　　合いの「起業家」ではなく，起業という意味もその一部に包括する企てを行うという意味合いの「企業家」
　　あるいは「企業者」を訳語として当てている［54－55頁］。
7）この戦略実行システムとしてのマネジメント・コントロール概念は，伝統的管理会計が依拠するAnthony
　　（1965）による伝統的なマネジメント・コントロール概念とは異なる部分がある。それは，プログラミン
　　グの位置づけである。Anthony（1988）は，マネジメント・コントロールを戦略実行システムとして捉え直
　　すにあたって，マネジメント・コントロールのプロセスにプログラミングを明確に位置づけた。すなわち，
　　伝統的には，「予算編成→実施→評価」の局面からなる予算管理がマネジメント・コントロール・プロセス
　　の中心であったが，戦略アプローチをとるマネジメント・コントロール概念では，このプログラミング局
　　面が予算編成局面の前に位置づけられ，その中心となっている［森口（1995a），115頁］。
8）プログラミングとは，「組織が企図する主要なプログラム（programs）と，各プログラムに配分される資
　　源の概算額を決定するプロセス」［Anthony（1988），　p．15］であり，プログラムには，現行の製品ラインと，
　　研究開発やそれに類似した活動が含まれる。このようなプログラミングの局面は，戦略的計画設定におい
　　て策定された戦略を実行に移すために，外部環境の影響を考慮に入れながら代替的なプログラムについて
　　意思決定するとともに，それらへの資源配分を行なうという資本予算の意思決定を含むプロセスである。
　　したがって，プログラミングは，前述のイノベーション・マネジメント・プロセスにおいて，戦略立案と
　　資源調達との問に位置づけられるものと考えられる。
9）プロジェクトとは，「経営管理者が関心を持つのに十分重要な，特定の最終結果を得ることを目的とした一
　　連の活動」［Anthony（1988），　p．101］である。プロジェクトには，大規模な製品の建造，工場の再配置，
　　新製品の立ち上げ，監査M＆A，研究開発，情報システムの開発・導入など多くのものが含まれる。この
　　例からして，新製品の立ち上げや研究開発といったイノベーションに関わるものは，プロジェクト志向の
　　マネジメント・コントロールによって実行されることがわかる。そのようなプロジェクトは，プログラミ
　　ング・戦略的投資の後に実行される。したがって，プロジェクトは，イノベーション・マネジメント・プ
　　ロセスにおいて，戦略立案と資源調達との間に位置づけられるプログラミングの後，すなわち資源調達か
　　ら実行にかけて実施されるものと位置づけることができよう。プロジェクトは，それが成功のうちに完了
　　した後には、継続的な業務活動へとつながっていく［Anthony（1988），　p．101］。すなわち，イノベーション・
　　マネジメント・プロセスの最終局面は，その実行局面において業務志向のマネジメント・コントロールへ
　　と移行するものと考えられる。
10）Christensen（1997）は，プログラミング局面について，そのシステムが優れている実績のある優良企業ほど，
　　破壊的イノベーションに直面したときに失敗すると指摘している。なぜなら，そのような企業は，顧客の
　　意見に注意深く耳を傾け，競争相手の行動に注意し，収益性を高める高性能・高品質の製品の設計と開発
　　に資源を投入するという、破壊的イノベーションを拒絶するプロセスとなっているからである
　　［Christensen（1997），　p98（訳書143－144頁）］。
